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公益社団法人日本照明家協会、法人認可50周年に際し安全委員会では、照明家手帳が発行された2013年

から2023年までの間、この手帳に記載された「安全への取り組みについてPart- 1 ～　Part- 5 」、「演出空

間で働く人たちへ」、「安全教育の必要性についてシリーズ 1・2・3」、「安全・安心で作業できるためには、

どうしたら良いか」、ハーネス及び足場作業での注意点『墜落防止』などをまとめ、50周年を記念してこの「安

全冊子」を作成いたしました。

過去に開催された様々な講習会、講演会では、「安全への取り組み・墜落防止・リスクアセスメント」な

どの啓蒙活動を行い啓発してまいりました。

演出空間で働く人たちへの「安全・安心で作業できるためには、どうしたら良いか」では国の各省庁、法

人各種団体等が実施している資格など、私たちが持っていると役立つ資格の種類及び、知っておきたい法令

など一部ですが記載されております。

事故無く安全・安心に働ける職場を目指すために、この「安全冊子」を読んで、もう一度再確認して頂き、

また職場等での講習にもこの「安全冊子」を役立てて頂ければ幸いです。

� 2023年 6月

� 安全委員長　吉本紀英

はじめに

事故を起こさない一人一人の注意行動が大事です‼

是非この「安全冊子」を役立ててください。
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「労働安全衛生法の一部改正」

この法改正は、安全委員会のこれからの取り組みに大きなヒントを与えてくれました。

発足したばかりの安全委員会は、2011年協会員から返信された14項目の安全アンケートの実施を集計し協会誌に

シリーズ化としてコメントと共に掲載協会員への安全行動の啓蒙活動に繋げられるようにと記載致しました。そし

て、このシリーズが終わると次にこの法改正に伴った内容で協会手帳に載せられるような内容で考えることにしまし

た。それが手帳掲載2013年「 Part- 1 」からの始まりになります。

「改正により、以下の指針が加わりました。」

この法改正に伴い個人事業主及び各事業者で行うべき労働災害防止のための労働安全衛生教育に必要なこととなっ

ています。

2005年11月の労働安全衛生法の改正に伴い、2006年 4月以降はその実施が努力義務とされました。

それは、労働者の就業に係る危険性を特定し、特定された危険性又は有害性によって生ずるおそれのある負傷又は

疾病の重篤度及び発生する可能性の度合（リスク）の程度を見積り、リスクを低減するための優先度を設定し、リス

クを低減するための措置を検討すること、その結果に基づき低減措置を実施して職場の改善を行うこと（リスクアセ

スメントの実施）は、労働災害防止対策を進める上で効果的である、とされました。

これに伴いリスクアセスメントの基本的な考え方及び実施事項について、

・「危険性又は有害性等の調査に関する指針」

・「化学物質等による危険性又は有害性等の調査に関する指針」

・「機械の包括的な安全基準に関する指針」

・「労働安全衛生マネジメントシステム（OSHMS）に関する指針」

に定める危険性又は有害性の調査及び実施事項の特定の具体的実施事項として公示第 1号及び公示第 2号の指針

に明記されました。

「労働安全衛生法の一部改正」

「OSHMS」とは：労働安全衛生マネジメントシステム
O
オ キ ュ ペ イ シ ョ ナ ル

ccupational S
セイフティー

afety and H
ヘ ル ス

ealth M
マ ネ ジ マ ン ト

anagement S
シ ス テ ム

ystems

（職業性） （安全性） （健康） （管理） （制度）

の頭文字を取ったものです、OSHMSに従って行う措置が適切に実施されているかどうかについて、

安全衛生計画の期間を考慮して事業場が行う調査及び評価をいう。

「PDCA」とは
P
プ ラ ン

lan D
ド ウ

o C
チ ェ ッ ク

heck A
アクション

ction

（計画）（実行）（評価）（改善）

の頭文字を取ったもので、継続的な改善を目指す手法の一つです。

（ISOなどで継続的に品質向上させることを目的として使われています。）
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「労働安全衛生法の一部改正」

「労働安全衛生マネジメントシステム概要」

「事業者」が労働者の協力の下に、「計画―実施―評価―改善（以下「PDCA」という）一連の過程を定めて、継続

的に行う自主的な安全衛生管理の活動を促進することにより、事業場の労働災害の潜在的危険性を低減するととも

に、労働者の健康の増進及び快適な職場環境の形成の促進を図り、事業場における安全衛生水準の向上に資すること

を目的とした新しい安全衛生管理の仕組みです。

P・D・C・A　サイクルとは
P（Plan計画）・D（Do実行）・C（Check評価）・A（Action改善）

の事で検証型プロセスを循環させ、マネージメントの品質を高めよ

うという概念。

指針における主な用語の定義
第三条　�この指針において次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによ

る。

1．�OSHMS事業場において、次に掲げる事項を体系的かつ継続的に実施する安全衛生管理に係

る一連の自主的活動に関する仕組みであって、生産管理等事業実施に係る管理と一体と

なって運用されるものをいう。� �

（1）安全衛生に関する方針（以下「安全衛生方針」という。）の表明� �

（2）危険性又は有害性等の調査及びその結果に基づき講ずる措置� �

（3）安全衛生に関する目標（以下「安全衛生目標」という。）の設定� �

（4）安全衛生に関する計画（以下「安全衛生計画」という。）の作成、実施、評価及び改善

2．�システム監査、　OSHMSに従って行う措置が適切に実施されているかどうかについて、安

全衛生計画の期間を考慮して事業場が行う調査及び評価をいう。
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安全への取り組みについて　Part-1

私たち業界の事故や災害の多くは仕込み時間に集中しています。
私たちの作業は、その性質上いくつかの業種が同時に作業を行い組み合わせないと成り立ちません。そうした「混

在作業」では少しのミスが関連作業の遅れや作業変更など時間を費やすこととなり結果“ヒューマンエラー”を引き起

こす原因にもなっています。業界の事故や災害の85％～94％は“ヒューマンエラー”です。ヒューマンエラーを“ゼロ”

にすることは難しくとも、減らすことは可能です。

事故や災害を減らすためにいろいろな取り組みをしていることと思いますが、最も基本となることの一つが、そこ
に係るすべての人が安全衛生活動に心がけ段階的に安全衛生水準の向上を図ることです。現場の安全衛生責任者は、
常に危険予知と早めの予防対策の実施に心がけ作業者の安全作業に留意しなくてはいけません。

私たちの仕事は、見る人たちに「夢や感動・希望」を与えることでもありますが、そこで働く一人一人にも夢や希
望があります。何れの人の夢や感動・希望も事故や災害で失ってはなりません。

現場の労働安全衛生責任者「職長」の役割は重要ですが、作業者一人一人自らが安全作業に対し自己革新能力を発

揮することが事故災害減少の近道です。

安全の目的は、怪我をしない・させない・自分自身を守ること・働く仲間を守ること・ルールと安全技術を守るこ

とです。

災害の起こる要因は、下図②で示すとおり人が危険性や有害性要因に対し放置することにあります。危険性や有害

性を見つけそのリスクの高さをイメージできればその対策を行うことは必然です。そのリスクの存在を放置すること

が労働災害の発生する原因となっています。

安全への取り組みについて　Part-1（2013年）

危険有害要因

人（作業者）

不安全状態

不安全行動

有害な環境

リスクの存在 事故の発生 労働災害

図➁：危険性及び有害性要因が労働災害に至る原因

・ 自分自身を守ることから
・ 部下や仲間を守る（安全配慮義務）
・ ルール・安全技術を守る

図➀：安全の目的
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安全への取り組みについて　Part-2

「安全と安全管理」

「安全」とは、日本国憲法第二十五条第一項においては「すべての国民は、健康で文化的な最低限度の生活を営む

権利を有す」と定められています。

この健康を含む人権尊重の理念こそが、まさに「安全」の理念であり、労働の場において、あるいは就業の場にお

いて生命や健康に被害を受けることは、その家族を含めた人道的観点から決してあってはならないことで、企業など

はこの人権尊重の理念を具体的に実現するために、潜在する危険性及び有害性等の要因の排除を行い、災害・事故が

発生しない快適な職場を作る総合的な努力をし続けることで、「安全」を維持することです。

「安全管理」について、ここでは難しい事を言うつもりはありません。私たちの仕事場（現場）である催し物会場（劇

場・会館・ホール・スタジオ・その他）について安全管理を行うべき基本的な事をのべておきます。

「安全管理」は余裕のあるスケジュールで行うことが最も大切であることは誰もが承知していることです。しかし

今も、今後も我々の仕事は短時間作業であることに大きな変化は無いだろうと思います。それは、余裕のある日程を

組むことは様々な問題があり困難な事だと思うからです。それならばどういう方法があるのか、それを考えるのが安

全管理者の役目であり仕事であるのです。

つぎの表を参考にして、どのような対策が考えられるか管理者は答えを出す必要があります。

この図－①については、どの年齢でも事故災害は起きていますが取り分け多いのは30歳代で、次に40歳代20歳代
と続きます。一番頼りにしているベテランの域に達する所で発生していることが分かります。30歳代ともなると若

い人の面倒を見たり超ベテランのアシストなどによる負担増がヒューマンエラーを生む原因なのかも知れません。

図－②の作業区分では、仕込み時間帯が最も多く次に撤去作業となっています。会場入り搬入・仕込みを始めるこ
ろになると照明・音響・美術・電気・特効・映像等々多くのスタッフが混在作業となり、決められた時間内に我先の

作業となることが原因の一端として挙げられると感じます。図－③では、作業を行う場所あらゆる所で発生していま
す。会館等は年間利用回数が多いため発生率も高くなっているようですが、それ以外の場所も少なくはありません。

安全への取り組みについて　Part-2（2014年）
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安全への取り組みについて　Part-2

図－④について、足・手に続き依然として頭部の怪我が多く
発生していることが見られます。人は、怪我では、どこを守

るかと聞くと一番に頭と答えますが、依然としてヘルメット

（保護帽）の装着率が良くないことが分かります。

ヘルメットを被りたくない人にその理由を聞くと、邪魔・

めんどうくさい・むしろ危ない・頭が蒸れる等々ヘルメット

を被りたくない理由を上げます。

しかし、災害・事故を少しでも軽減させるためには、管理

者は、鬼となって指導を徹底しなければなりません。図－⑤
の災害・事故の94％が、ヒューマンエラーであることが分かります。また、他の団体JASST（日本舞台技術安全協

会）のデータでも89％と、ともに高い比率です。

ヒューマンエラーを無くすこと、それはお互いを思いやり安全作業を重点に、管理者や監督者が具体的な指示をす

ることで労働災害や事故の多くは防げるはずです。

こうして表を見ていくと「安全管理とは」以下のようになります。
①適材適所を見つけて与え一人で作業をさせないような仕組みが必要です。

②�現場の意見として時間が無い事が一番の理由と答えますが、この時間を延ばすことは作業者には出来ません。唯

一出来る事は、この時間帯は特別に注意を払う必要があることを作業者全員に認識させお互いを注意しあい監視

しあうことです。

③�施設側の管理に頼ることなく、自主的に管理者を立て安全作業に責任を持ち事故や災害を起さないように危険予

知をし、危険回避対策を迅速に行い、あるいは作業の変更等も必要と考えて置かなければいけません。

④ヘルメットの重要性について、日頃から指導をしていかないと身につきません。

⑤�事故や災害の軽減には管理監督者の安全作業指導（安全配慮義務責任）が問われることを認識し、役割と責任を

各々がなすべきである事を責任者は自覚し行動しなくてはいけません。

ＴＶスタジオ
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スタジオ

以外

4%

会館

54%

野外

12%

ホテル

2%

体育館

9%

倉庫他

9%

図－➂　労災事故会場別発生率
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図－➄　労働災害の要因
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100％の信頼も、 1件の事故で＝信頼は 0になると言うこと
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安全への取り組みについて　Part-3

「安全教育と安全訓練の実施」

企業では、仕事の内容に見合った安全作業マニュアル書や作業手順書の作成は作業者にとって手引書となるもので

極めて重要です。

また、安全教育や安全訓練の実施には、指導及び教育の目的と意義が大切になりますから講習会や勉強会等には、

積極的に参加させるべきです。特に新人採用時や業務変更などが生じた人に対し、「危険予知」出来るよう安全訓練

を受けさせることが必要です。

（1）必要性の把握
チーフ（職長・作業責任者等）が部下の指導・教育が必要であると考えるのは、どのような場合であるだろうか。

①各作業ごとに労働安全衛生法などで法的な資格や特別教育が必要か把握します。

危険有害業務につかせる場合には、有資格者を養成し、特別教育を実施する必要です。

�業務範囲にどのような危険有害業務があり、有資格者を何人必要とするか、また、特別教育の受講者記録を調べ

て、必要なら新たに教育計画を作ります。

②ローテーションによって配置替えして、新しい仕事に就く場合があります。

③日常の業務の中で仕事の出来栄えが悪かったり、危険な作業やルール無視が目についたりという場合があります。

④�新しい設備・機材が導入された時や、事故や災害の原因分析から従来の作業方法を変えるような場合に指導・教育

が必要です。

⑤年間予定で決めた行事に伴う教育などは、職場全体を対象とした指導・教育として必要です。

（2）目的・目標の明確化
必要性が把握されると、おのずと指導・教育の目的は明確になることが多い。しかし、目標となると必ずしも明確

ではない。たとえば、

①�資格を必要とする場合は取得することが目標であるし、溶接技能の習得であれば、習得する技能レベルを目標とし

安全への取り組みについて　Part-3（2015年）

必
要
性
の
把
握

計
画
立
案

準

　
　備

教
育
実
施

評
価
改
善

目
的
・
目
標
の

明
確
化

【効果的な指導・教育を進めるための手順】
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安全への取り組みについて　Part-3

て決めることは容易です。

②�しかし、「しつけ」や「やる気を高める」といった態度教育となると、なにがしかの教育を実施することだけで終わっ

てしまうことが少なくない。

③�最初に述べたように、教育の目的は相手を「育てる」ことにあるので、「どのレベルまで育てたいか」という目標

を明確にする必要があります。たとえば、「しつけ」ではもう少し細かく目的を分けて、「挨拶をきちんとできるよ

うに」とすれば、目標を「いま50％しかできない朝と帰りの挨拶を100％できるようにする」と決めることがで

きます。

（3）計画立案
目的・目標が明確になったら、それを達成するための計画を立てます。

計画は、5W1Hを適用して具体的に内容を決めます。これらの内容を 1つの表にまとめたものが「安全衛生教育

カリキュラム」です。

作業者一人一人を対象にする場合は、このようなものでなく、監督者のメモの中にかきこまれるような場合もある

だろうが、形式はどうであれ5W1Hのそれぞれをはっきりと示すものであることが望ましい。個人が対象だからとそ

の場その場の思い付きでは、教育の効果は期待できません。

（4）準備
準備の出来・不出来で結果が大きく左右されるのは、他の仕事をする場合と同じです。

準備の項目で頭を悩ますのが、「だれが」＝「講師」です。では、どのような条件を満たせば「良い講師」と言える

のでしょうか。

資料やテキストを準備する、法に基づく資格や特別教育についてもテキストを参考に行い、さらに身近な事故や災

害事例、新聞記事、関係する雑誌などから資料を作り配布すると効果があります。

第 1条件 教える内容をよく知っている よく知らないことを教えることはできない。

第 2条件 教える内容に習熟している
指導の内容によって、講義、討議、役割演技などの教える技法を組み合わせ
て実施する。

第 3条件 教えることに情熱を持っている
ここまで相手を育てたいという目標を、是が非でも達成したいという情熱が
必要である。

記　号 内　　　　容
Why なぜ（目的・目標）
Who〔Whom〕 だれが（講師、指導者）〔だれに（受講者、指導を受ける人）〕
When いつ
Where どこで
What なにを（指導内容、教育内容）
How どのように
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（5）教育実施
指導・教育を実施する段階では、「良い教え方」で教える。「よい教え方」は、四段階法である。

①「導入・動機づけ」、

②「提示（説明）またはやって見せる」、

③「適用またはやらせてみる」、

④「確認または教えた後を見る」という 4つの段階を順に進めていくことが、効果的な教え方である。

これは、OJTで技能や態度を教える時も、教室で知識を与える時も同じである。

次に、 4つの段階を順に説明していきます。　

●第一段階①「導入・動機づけ」
まず、挨拶と気楽な会話で打ち解けた雰囲気を作ります。次に、これから教える内容とスケジュールを簡単に説明

した後、それが教わる相手にとってどんなに重要で意義のあることかを話して、学びたい気持ちにさせます。さらに

質問して、そのことについて知っている程度を確かめて次の段階に入ります。

●第二段階②「提示（説明）またはやって見せる」
1つずつ区切って説明またはやって見せて相手に納得させます。重要なポイントは急所として取り上げ、なぜそ

れが急所になるかを説明して記憶させます。相手が理解したことを確かめながら進め、理解が不十分だと思ったら繰

り返して説明します。

●第三段階③「適用またはやらせてみる」
説明したことや、やって見せたことを相手が習得する段階であるから、技能習得であれば習慣的にできるまで実際

にやらせて習得させます。また、知識の習得であれば、討議のテーマを与えて討議させ、討議の過程で習得したこと

を確認します。もちろん、誤った手順や不十分な理解があれば修正しなければなりません。

●第四段階④「確認または教えた後を見る」
教えたことが作業の現場で実際に正しくできているかどうかを確認する段階です。技能の習得であれば、実際に作

業について仕事の出来栄えはどうかを見る。技能の習得であれば、報告書や記録のつけ方などで正しく理解している

かを確認します。この段階で、もし不十分なところがあれば追指導を考えます。

このように、四段階法に従って実施すると教育効果が期待できます。

（6）評価改善
教育効果の評価である。最初に示したように、教育の目的は指導・教育することによって相手を「育てる」ことで

す。教育によって相手がどのように変わったかを確認することが「教育の評価」です。

評価の目的は、テストなどで学習程度を把握し判定する。追指導の必要性さらに教育の効果、教師と教育を計画し

OJTとは、（On-the-Job Training、オン・ザ・ジョブ・トレーニング）または現任訓練（げんにん

くんれん）とは、職場で実務をさせることで行う従業員の職業教育のこと。企業内で行われるトレー

ニング手法、企業内教育手法の一種である。

OJTとは、企業などでの社員の教育・訓練法の一つで、現場で上司や先輩が指導役となり、実際の
業務を行なう中で必要な知識や技能を身につけさせていく方式。新人教育の最終段階などで行われる

ことが多い。
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た側の反省と今後の計画への反映など確認することです。

したがって、評価の方法は教える内容によって異なります。たとえば技能を教える場合であれば実際に作業をやら

せてみて出来栄えを見ることで評価できるし、知識教育であれば、ペーパーテストによってどの程度理解したかを知

ることができます。しかし態度教育のような場合はどのような方法が適当であろうか。このような場合に一般的に使

われる評価方法はアンケートを取る、レポートを提出させるなどのほか、実際の作業現場でどのように作業態度が変

わったかを観察する方法がとられます。このような方法を組み合わせて最適な評価方法をとるが、指導・教育によっ

てこれだけの効果があったと定量的に説明できるものが得る側、教わる側双方にとって今後の励みになり、お互いに

向上心を高めることができます。

教える時の原則・心構え

1　相手の立場にたって
　　�教育の目的は、相手を「育てる」ことにある。相手のレベルに応じて教育内容や進め方を変える

必要がある。

2 　やさしいことから始め、難しいことへ
　　�最初から難しい話をすると相手は理解できず学ぶことを投げ出してしまう。相手が理解し納得し

たことを確かめながら、レベルの高い内容に進んでゆくのが良い。

3 　動機づけを大切に
　　�自分から学びたい気持ちになることが一番大切である。押しつけや無理やりやらされていると感

じた時は、受け入れてくれない。

4 　一時に一事を
　　�一度に多くのことを覚えることはなかなか難しい。あれやこれやと欲張るよりは、ポイントを

絞ってじっくり教えたほうが効果は上がる。

5 　反復して
　　�繰り返して強調することで、教えたことをしっかり頭に叩き込むことができる。これは、同じ言

葉を繰り返すよりは「手を変え、品を変え」という具合に、いろいろな方角から見せることのほ

うが効果は上がる。

6 　身近な事例で強い印象を与えるように
　　�身近な災害事例やヒヤリ・ハット事例は、強い印象を受けて理解しやすく記憶に残る。
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「リスクアセスメントの活用」

安全への取り組みPart- 1 ～ 3で、その取り組に必要な要点について記しました。

特にPart- 3 では、安全作業のための教育と訓練について、限られたページの中で十分とは言えませんが教育と訓

練に必要な内容を（1）～（6）までに要所をまとめて、最後に教える側としての「原則・心構え」を記しました。
労働安全衛生のための教育・訓練は、「人材育成」のためにも最低限年一回行い、頭で覚えてもらう（知っている）
だけでなく身を持って「行動できる」ことが重要ですから、教育・訓練は定期的に行う必要があるのです。

Part- 4 では、「リスクアセスメントの活用」について記します。

リスクアセスメントとは、潜在するハザード（危険）をもれなく見つけ出しリスク低減のための措置を事前に講じ

ることにより、労働災害を防止する手法がリスクアセスメントです。労働安全衛生法において努力義務化された以

降、事業場で盛んに取り組まれるようになりました。

リスクアセスメントの具体的な実施方法等については、厚生労働省から「危険性又は有害性等の調査に関する指針」

（平成18年 3月10日公示第 1号）が公表されています。

リスクアセスメントの実施手順及びリスク低減措置の優先度は、次の順となります。

安全への取り組みについて　Part-4（2016年）

【事故を起こさないために】 【事故が起きてしまった時に】

リスクアセスメント
‖

危険個所の査定と対策

リスクマネジメント
‖

危機管理

① 危険要因の洗い出し
② 各要因について、その被害の重大度の

見積りを段階で行う
［評価＝Ａ］

③ 各要因について、作業の頻度の見積り
を段階で行う［評価＝Ｂ］

④ 各要因について、被害発生の可能性を
見積り、段階で行う［評価＝Ｃ］

⑤ ［Ａ＋Ｂ＋Ｃ］で危険度の数値化の大

① 事故の一報
② 事実確認
③ 原因究明
④ 対応処置
⑤ 責任表明
⑥ 再発防止策の構築・実施

項目 例

図－ 1：リスクアセスメント対策とリスクマネジメント管理の手順
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平成23年度、中央労働災害防止協会の調査（リスクアセスメント/労働安全衛生マネジメントシステムへの取り組

み状況等に関するアンケート調査）の結果では、82.8％の事業場でリスクアセスメントを実施していますが、実施

する予定がないと回答した事業場があげた理由の上位 3点は次のとおりです。

法令に定められた事項の確実な実施
（該当事項がある場合）

危険な作業の廃止、変更、
より危険性または有害性の低い材料への代替等

工学的対策
（インターロック 局所排気装置の設置等）

管理的対策
（マニュアルの整備 立入禁止の措置 ばく露管理等）

個人用保護具の使用

高

リ
ス
ク
低
減
措
置
の
優
先

低

１

２

３

４

図－ 3：リスク低減措置の優先度

見積りに基づくリスクを低減するための優先度の設定
リスク低減措置の内容の検討

優先度に対応したリスク低減措置の実施

労働者の就業に係る危険性又は有害性の特定

特定された危険性または有害性ごとのリスクの見積り
(☆)

(☆)リスクの見積りとは
特定された危険性または有害性
によって生ずるおそれのある負
傷または疾病の重篤度と、負傷
または疾病の発生可能性の度合
の両者を組み合わせて見積もる

図－ 2：基本的実施手順
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①現行の安全衛生管理で十分有効である

②必要な人材の育成および確保が難しい

③リスクアセスメントがどのようなものかわからない

また、実施されているリスクアセスメントも、その対象は安全面に関することが多く、労働衛生面は見落とされが

ちな傾向にあります。この理由として、墜落・転倒・巻き込まれといった負傷につながるハザードは目につきやすい

ものの、騒音・暑熱環境・有害なガス・蒸気など業務上疾病につながるハザードは目に見えず、症状が遅れて出るた

め、気づきづらい点があげられます。

私たちの現場では、各級責任者をはじめ現場で働く技術者が一体となって、知識と経験を活かし、すべての作業現

場において危険性および有害性等を洗い出し（見つけ出すこと）

そのリスクを図－ 1、図－ 2、図－ 3等の手順でリスク低減措置を実施することで人的災害を減らす有効な手段

となります。
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＜総集編＞

このコーナーで 4回に亘り安全への取り組みについて記してきました。私たちの業界だけでなく一般製造業・建

設業等でも作業中の事故や災害は減少傾向にあるとは言いますが決して少なくはありません。

しかも発生の多くは、「ヒューマンエラー」であることがデータで示されています。公益社団法人 日本照明家協会

安全委員会では、このコーナーの「安全作業への取り組みについて」を通じて会員の方々のお役に立つよう記してき

ました。

Part-1「2013年手帳より」
【一般製造業で発生した休業4日以上のデータ】

厚生労働省が平成19年に製造業で発生した休業 4日以上の労働

災害36,087件の分析調査では、その原因として作成したものです。

①不安全状態・・・・・・・・ 2％

②不安全行動・・・・・・・・ 8％

③不安全状態、不安全行動・・89％

④安全状態、安全行動・・・・ 1％

【舞台・テレビ・イベント関係のデータ】
94％がヒューマンエラーとなっています。

上のデーターが示すようにヒューマンエラーは、業種に関係なく発生します。

労働災害を減少させるためには、一人一人の安全意識を高めることが必要であることは勿論のこと、作業指示者或

いは安全管理者は災害低減のための要の役割を忘れてはなりません。

安全への取り組みについて　Part-5（2017年）

4日以上の休業災害者

労働災害の要因

仕込み

事故災害発生作業区分
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その日の作業の中に、危険性及び有害性等の作業がある場合は、特に注意が必要となりますので、その作業に取り

組む場合は、前もって準備されている安全対策が充分守られているか確認が必要になります。また作業従事者にも遵

守するよう声掛けをすることも重要です。

Part-2「2014年手帳より」
安全管理者としての役割について書きました。次の①～⑤がポイントです。

①適材適所を見つけて与え一人で作業をさせないような仕組みが必要です。

②�現場の作業者の意見として仕込み時間帯が最も多く次に撤去作業となっています。会場入り搬入・仕込みを始め

るころになると照明・音響・美術・電気・特効・映像等々多くのスタッフが混在作業となり、決められた時間内

に我先の作業となることが原因の一端として挙げられると感じます。作業場所に機材等を搬入しRHまでの間に

全てを仕上げる時間が無い事が一番の理由と答えますが、混在作業の中でちょっとしたトラブルでも他の作業の

遅れに繫がります。このような時に事故や災害が発生しやすくなることが事故災害発生作業区分グラフの仕込み

時に現れていると現場の作業者の声です。仕込み・打合せ・RH・直し、この時間を延ばし本番にすることは作

業者には出来ません。唯一出来る事は、この時間帯は特別に注意を払う必要があることを作業者全員に認識させ

お互いを注意し合い、監視し合うことです。

③�施設側の管理に頼ることなく、自主的に管理者を立て安全作業に責任を持ち事故や災害を起さないように危険予

知をし、危険回避対策を迅速に行い、あるいは作業の変更等も必要と考えて置かなければいけません。

④ヘルメット等安全用具の重要性について、日頃から指導をしていかないと身につきません。

⑤�事故や災害の軽減には管理監督者の安全作業指導（安全配慮義務責任）が問われることを認識し、役割と責任を

各々も、なすべきである事を作業者にも自覚させ行動できるようしなくてはいけません。

Part-3「2015年手帳より」
効果的な指導教育を進めるための 6つの手順については、要約すると以下のようになります。

（1）必要性の把握
チーフ（職長・作業責任者等）が部下の指導・教育が必要であると考えるのは、どのような場合であるだろうかを

①～⑤項目で説明。

（2）目的・目標の明確化
必要性が把握されると、おのずと指導・教育の目的は明確になることが多い。しかし、目標となると必ずしも明確

ではない。たとえば、として①～③項目で説明。

（3）計画立案
目的・目標が明確になったら、それを達成するための計画を立てます。

計画は、5W1H（Why なぜ、Who 誰が、When いつ、Where どこで、What なにを、How どのように）を適

用して具体的に内容を決めます。これらの内容をひとつの表にまとめたものが「安全衛生教育カリキュラム」です。

（4）準備
準備の出来・不出来で結果が大きく左右されるのは、他の仕事をする場合と同じであります。準備の項目で頭を悩

ますのが、「だれが」＝「講師」です。では、どのような条件を満たせば「良い講師」と言えるのでしょうか。

資料やテキストを準備する、法に基づく資格や特別教育についてもテキストを参考に行い、さらに身近な事故や災

害事例、新聞記事、関係する雑誌などから資料を作り配布すると効果があります。
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（5）教育実施
指導・教育を実施する段階では、「良い教え方」で教えます。「良い教え方」は、 4段階法です。

という 4つの段階を順に進めていくことが、効果的な教え方です。

これは、OJTで技能や態度を教える時も、教室で知識を与える時も同じです。

（6）評価改善
教育効果の評価です。最初に示したように、教育の目的は指導・教育することによって相手を「育てる」ことです。

教育によって相手がどのように変わったかを確認することが「教育の評価」です。

評価の目的は、テストなどで学習程度を把握し判定します。追指導の必要性さらに教育の効果、教師と教育を計画

した側の反省と今後の計画への反映など確認することです。

したがって、評価の方法は教える内容によって異なります。たとえば技能を教える場合であれば実際に作業をやら

せてみて出来栄えを見ることで評価できるし、知識教育であれば、ペーパーテストによってどの程度理解したかを知

ることができます。しかし態度教育のような場合はどのような方法が適当であろうか。このような場合に一般的に使

われる評価方法はアンケートを取る、レポートを提出させるなどのほか、実際の作業現場でどのように作業態度が変

わったかを観察する方法がとられます。このような方法を組み合わせて最適な評価方法をとるが、指導・教育によっ

てこれだけの効果があったと定量的に説明できるものが得る側、教わる側双方にとって今後の励みになり、お互いに

向上心を高めることができます。

●安全への取り組みPart- 1 ～ 3で、その取り組に必要な要点について記しました。

特にPart-3では、安全作業のための教育と訓練について、限られたページの中で十分とは言えませんが教育と訓

練に必要な内容を（1）～（6）で説明され、最後に教える側としての「原則・心構え」を記しました。
労働安全衛生のための教育・訓練は、「人材育成」のためにも最低限年一回行い、頭で覚えてもらう（知っている）
だけでなく身を持って「行動できる」ことが重要ですから、教育・訓練は定期的に行う必要があるのです。

Part-4「2016年手帳より」
「リスクアセスメントの活用」について記しました。

リスクアセスメントとは、潜在するハザード（危険）をもれなく見つけ出しアセスメント（査定と対策）し、リス

ク低減のための措置を事前に講じることにより、労働災害を防止する手法がリスクアセスメントです。労働安全衛生

法において努力義務化された以降、事業場で盛んに取り組まれるようになりました。

公益社団法人 日本照明家協会 安全委員会では、全国会員に向けこのPart-4の取り組みについて講習会の実施を計

画いたしました。

平成23年度、中央労働災害防止協会の調査（リスクアセスメント／労働安全衛生マネジメントシステムへの取り

組み状況等に関するアンケート調査）の結果では82.8％の事業場でリスクアセスメントを実施していますが、実施

する予定がないと回答した事業場があげた理由の上位 3点は次のとおりです。

①現行の安全衛生管理で十分有効である

②必要な人材の育成および確保が難しい

③リスクアセスメントがどのようなものかわからない

また、実施されているリスクアセスメントも、その対象は安全面に関することが多く、労働衛生面は見落とされが

ちな傾向にあります。この理由として、墜落・転倒・巻き込まれといった負傷につながるハザードは目につきやすい

ものの、騒音・暑熱環境・有害なガス・蒸気など業務上疾病につながるハザードは目に見えず、症状が遅れて出るた
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安全への取り組みについて　Part-5

め、気づきづらい点があげられます。私たちの現場では、各級責任者をはじめ現場で働く技術者が一体となって、知

識と経験を活かし、すべての作業現場において危険性および有害性等を洗い出し（見つけ出すこと）リスク低減措置

を実施することで人的災害を減らす有効な手段となります。

平成27年度28年度と 2年に亘り各支部（北海道～沖縄）を巡り行ってきた、リスクアセスメントへの取り組み方

について整理し説明をしたいと思います。

●リスク（危険性や有害性・環境）があると思われる作業内容等を洗い出す。（書き出す）
●�アセスメント（査定・対策）する。洗い出されたリスクアセスメント査定には、予め業務内容・作業内容・環境
を考慮して（A：危険性や有害性等）（B：作業頻度）（C：災害に遭う可能性）に至る点数評価査定ができるよ
うな表を作りその表に従う。

●�リスクアセスメントは、各個人の評価査定が重要になります。� �

評価を行う人数分の評価を出し、合計点数を人数で÷ことで措置優先順位の点数がでる。

例 5人で行った場合：（10＋ 9＋ 9＋12＋ 8）÷ 5人＝9.6となる。
（A）その作業方法や環境を放置しておくと、被災の評価査定はどのようになるのか。

4点（致命傷）、：後遺症や死亡の可能性がある。

3点（重傷）、：骨折や入院が必要あるいは、 4日以上の休養。

2点（軽傷）、：通院しながら仕事につける。

1点（軽微）、：通院の必要なし。

（B）その作業や環境にどの位の頻度で立ち入るのかを数値で評価できるようにする。

4点（頻繁）、：週に数回。

3点（月に数回）、：年平均すると月に数回。

2点（ 3ヶ月に 1回程度）、：年平均すると数回。

1点（ 6ヶ月に 1回程度）、：年平均すると 1～ 3回程度。

（C）その作業や環境において被災の発生の可能性を数値で評価できるようにする。

4点（可能性が非常に高い）、：必ずとまではいかないが可能性が高い。

3点（可能性あり）、：発生の可能性がたまにある。

2点（可能性低い）、：可能性低いがたまにある。

1点（殆ど無い）、：発生はほとんどない。

次に、これらの点数の査定（A）～（C）を合計「措置優先値」表に従って（点数の高い順）リスク低減の対策を実
施できるようにしていく。この中に、法令違反などがある場合は、点数に関わらず措置最優先となります。

例：措置優先値（A）＋（B）＋（C）の合計表

措置優先値
（A）＋（B）＋（C）

措置基準

法令違反 最優先で低減措置を行う
12～10 作業又は立入を禁止、直ちに災害防止策あるいは低減措置を行う
9～ 7 速やかにリスク低減措置を講ずる
6～ 4 必要に応じて低減措置を行う、また、見張りや監視を行う
3以下 必要に応じて追加の教育指導を行う
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安全への取り組みについて　Part-5

●評価査定後の災害低減措置対策は、グループ討議で対策を考えることが望ましい。

●評価査定で法令違反があれば最優先で労働災害低減措置対策を行わなければなりません。

●低減措置の方法を書き込み、どういう方法で何時までにやるかを決める。

●�労働災害低減措置対策では、たくさんの対策を出しその中から費用対効果も考え作業者が遵守し易いものを選

ぶ。他の方法がある場合は手順書を作り一つの方法に絞る。

洗い出された項目の安全作業方法や手順書が、その後守られているかを（P・D・C・Aサイクルに従い）チェック

する必要があります。もし守られていないとなれば、安全作業方法や手順書を見直し新たな作業方法や手順書を作成

することが必要です。

以上のような方法を用いてリスクアセスメントへの取り組みについて簡単ではありますがまとめてみました。「労

働安全衛生活動は、全ての働く人の基本です」
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リスクアセスメント数値化による加算法　（記入例－1）

危険要因（リスク）の洗い出しを行い、その各要因について起こりうる可能性を評価する、「負傷又は疾病の重篤

度（A）」と「発生可能性の度合い（B）」を数値化し、それらを数値演算（掛け算）してリスクを見積もる方法です。

●表1．洗い出し表
※リスクの洗い出し表項目に作業内容を書き込み、表 2の 5段階表にて数値を書き込む

●表2．5段階表
※ 5段階評価表A表の 5～ 1該当する数値記入、B表の 5～ 1該当する数値記入する。

●表3．3段階処置表
※表 2のA×Bの数値に従い措置を講ずる

リスクアセスメント数値化による加算法（記入例－1）

危険、有害と
思う項目を記入

記入氏名
リスク評価

どの程度身体に危険が及ぶか
数値A 数値B 数値A×B

何時
チェック

備考
必要な措置
低減方法

4.5mの
脚立作業が

危険であると思った

Aさん 転落、骨折重傷になる 5 5 25 ① 作業前 ヘルメット
Bさん 転落骨折の重傷又は、死亡 5 3 15 ① 作業中 ハーネス
Cさん 転落頭を打って死亡 5 3 15 ① 作業前 ヘルメット
Dさん 転落死亡 5 1   5 ③ 作業前 ヘルメット
Eさん 墜落死亡 5 2 10 ② 作業中 ハーネス

⇩

数値：A リスクの可能性 数値B 作業の頻度
5 致命的・死亡にいたる場合もある 5 ほぼ毎日・週 3～ 4回程度
4 重大・重症のおそれ 4 1ヶ月に数回程度
3 骨折等のおそれ 3 3ヶ月に数回程度
2 休業等のおそれ 2 半年に数回程度
1 軽症ですむ 1 1年に数回あるかどうか

⇩

A×B 優　　先　　度

優
先
度

① 25～13点 直ちにリスク低減措置を講ずる必要／措置を講ずるまで作業停止
② 12～ 6点 速やかにリスク低減措置を講ずる必要／措置を講ずるまで作業停止が望ましい
③ 5～ 1点 必要に応じてリスク低減措置を実施
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リスクアセスメント数値化による加算法　（記入例－1）

下記の六項目を実施することが重要です。

・必要に応じて作業手順書の作成

・作業場の改善

・責任者への教育

・作業者（該当者）への教育

・法令に基づく教育の実施

・P．D．C．A．の実施

Plan計画➡Do実施➡Check結果➡Act再設定➡Plan計画に進み作業向上を図る。

Ｐ

Ｃ

ＤＡ

Ｐ.Ｄ.Ｃ.Ａ.サ
イクルの実施
で安全衛生作
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グループ各人の数値（記入例－2）

5 人のグループで行った場合の記入例です。

●表2．5段階表
※ 5 段階評価表A表の 5 ～ 1 該当する数値記入、B表の 5 ～ 1 該当する数値記入する。

グループ各人の数値（記入例－2）

危険・有害と
思う項目を
記入する

記入者
氏名

リスク評価
どの程度身体に危険が及ぶか

数値A 数値B
措置

優先数値
（A×B）

どの時で
チェック
又は点検

備考・措置等、
低減措置の方法につ

いて

4.5mの
脚立作業が
危険である
と思った

Aさん
Bさん
Cさん
Dさん
Eさん

転落、骨折重傷する
転落死亡又は、重傷
転落頭を打って死亡
転落死亡
墜落死亡

5
5
5
5
5

5
3
3
1
2

25 ①
15 ①
15 ①
5 ③

10 ②

作業前
作業中
作業前
作業前
作業中

使用方法決める
フルハーネス
ヘルメット被る
安全帯使用
慣れた人に代わる

討議の結果 結果 結果 結果

発表者は
その経緯を

まとめ発表す
る。

2 M以上は、高所作業に当たるため
フルハーネスの着用が原則となる。ま
た、ヘルメットも着用。

フルハーネス着用教育、及び高所作業
教育も実施する。

70÷ 5 ＝
（14） ①

直ちに低減
措置行う

・作業前
・作業中

適時監視行
う

・�フルハーネス、ヘ
ルメットの着用。

対象作業者に貸与す
る。
速やかに安全講習の
実施を行う。

考えられるリスクの在る項目を記入する。

この時、洗い出された項目が法律に違反している内容であれば点数に関係なく速やかな改善措置を
行うこと。

数値：A リスクの可能性 数値：B 作業の頻度
5 致命的・死亡にいたる場合もある 5 ほぼ毎日・週 3 ～ 4 回程度
4 重大・重症のおそれ 4 1 ヶ月に数回程度
3 骨折等のおそれ 3 3 ヶ月に数回程度
2 休業等のおそれ 2 半年に数回程度
1 軽症ですむ 1 1 年に数回あるかどうか
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グループ各人の数値（記入例－2）

A×B 優　　先　　度

優
先
度

① 25～13点 直ちにリスク低減措置を講ずる必要／措置を講ずるまで作業停止
② 12～ 6 点 速やかにリスク低減措置を講ずる必要／措置を講ずるまで作業停止が望ましい
③ 5～ 1点 必要に応じてリスク低減措置を実施

●表3．3段階処置表
※表 2 のA×Bの数値に従い措置を講ずる

●チェック及び点検については、何時行うかを記入する。

（例）作業前　　作業中　　作業後　　修理又は交換する等最善の方法を記入。

※ハーネス着用教育の実施、　高所作業の監視体制の実施、　ヘルメット使用の徹底、

リスクアセスメントをやってみよう
●表 2．5段階表　　●表 3．3段階処置表をつかってみよう、
注意：各点数は個人の考えで書き入れることです。

仮題表

洗い出し項目
危険・有害と
思う項目を記
入する

記入者
氏名

リスク評価
どの程度身体に危険が

及ぶか

数
値
Ａ

数
値
Ｂ

優先
数値
A×B

どの時点で
チェック
又は点検

備考・措置等、
低減措置の方法に

ついて

シーリングに
上がるために
は 8 mの垂直
梯子を昇らな
いといけない
が、危険であ
ると思ったの
で対策を考え
たい。

発表 討議の結果
作業での

チェック方法
低減措置と

教育、訓練の方法
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ハーネス及び足場作業での注意点

「墜落防止」

近年労働災害は減少傾向にあるものの、全ての作業の中に潜在する危険性や有害性はまだまだ潜んでいるのではな

いでしょうか。これまで無災害であった職場でも、今後労働災害が起こる恐れがあることから、潜在する危険性や有

害性をなくすための継続的な努力が求められています。そうした中で、作業を指揮する者や安全衛生を担当する方は

安全衛生に関する基礎知識を習得するだけでなく、労働災害を発生させないために安全衛生活動を維持・継続・向上

していくことが必要です。

一向に減らない死亡災害に対し、2015年 7月 1日より足場の労働安全衛生規則の一部改正により「特別教育」が

追加されました。

図－ 1は、2014年～2019年に国内全産業と建設業で発生した死傷者及び死亡者数を比較した表です。2017年の
例でみると、全産業で978人このうち建設業では323人で全体の33％を占めています。また、323人のうち約30％

が足場等高所からの墜落・転落をしめていて、死亡率の高さが分かります。

●2015年7月1日、「足場組立て解体及び変更」作業従事者特別教育施行。
●2019年2月1日、「墜落制止用器具」使用の特別教育が施行。

足場用部材として多く使われている本足場タイプと呼ばれる部材は、演出空間でも、照明・音響・美術・映像・特

効などを飾ったり、取り付けたり、積み上げたり等、様々な使われ方をしています、小規模タイプなどは利用する者

が作ることはあっても、屋外タイプの大規模ステージ等では専門の鳶職人によって組み上げられます。しかしそこに

飾られる物や取り付けられる機材等は、照明・音響・美術・映像・特効などの技術者です。

こうした技術者は、高所作業での訓練や安全作業について指導や教育を必ずしも受けているとは限りません。

それは、作業中の保護具等の装備を見ればよく分かります。保護帽（ヘルメット）の使用については 2 m以上の高

所作業者だけではなく、その近くで作業をしている人達も必要であることを理解することです。

頭部を守るにはヘルメットは有効です。種類には耐衝撃用・耐熱用・耐電気用などがあります。

ハーネス及び足場作業での注意点（2018年）

2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年

死傷者
全産業 119,535 116,311 117,910 120,460 127,329 125,611
建設業 17,184 15,584 15,058 15,129 15,374 15,183

死亡者
全産業 1,057 972 928 978 909 845
建設業 377 327 294 323 309 269

図－ 1
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ハーネス及び足場作業での注意点

また、安全帯ではハーネス型と胴ベルト型があります。何れも墜落防止に効果があることは承知していますが、足

場上作業のように狭い場所や移動する場合ランヤードを付け掛け変えることが面倒であると答える人が多いことは、

図－ 1でも死亡者数323人の内墜落・転落が30％も占めていることで、移動などで外したままであることが分かり

ます。

高所からの墜落転落は致命傷となることは知られていますが、墜落防止のために親綱にランヤードを掛けるという

行為についてどれほどの信頼と安全性の教育を受けているかは疑問があります。落下衝撃の実験では80kgの人が

1 m落下すると約500kgの衝撃が人体にかかります。1.5m以上の落下では900kgを超える衝撃がかかります。人体

に900kgを超える衝撃を受けると深刻な状態になる可能性があるとされていますので、これは避けねばなりませ

ん。落下を防ぐこと以上にその落下の距離をいかに短くするかが重要であるかも考えなければいけません。

演出空間では、足場上での作業やトラス上での作業では、安全帯には胴ベルト型タイプよりフルハーネス型でラン

ヤードは 2 丁掛けを推奨しています。これは移動の際に一つを外しても次のコーナーに外した方を掛けてから後の

ランヤードを外すことで何も掛かっていない状態を無くすことが出来るということです。

（※欧米では、Safety Beltはハーネス型をいう）

ハーネス型ランヤードにショックアブソーバーを取り付けることにより一層ショックを和らげ身体へのダメージを

低減できることにもなります。

a)　フルハーネス型の構造図（一例）
b) 胴ベルト型の構造図（一例）

日本安全帯研究会資料

図－ 3　安全帯の主な構成部材

①　外れないように深くかぶる ②　頭の大きさに合わせ
てヘッドバンドを調整す
る

③　緩みがないようにあご
ひもをしっかり締める

図－ 2　保護帽の正しい着用方法
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ハーネス及び足場作業での注意点

●落下時の高さとスピード（東京消防庁資料）

※走行中の車が壁に衝突した時の衝撃を想像してください。

（トラックの荷台に椅子を置きそこに座っているあなたの姿を。）

安全衛生活動は、働く人の命を守り、働く人たちの活動を支える基盤となります。安全衛生活動は、安全衛生を担

当する方の熱意や取り組みにより様々な効果が表れ、大きく活性化していきます。また、職場巡視（安全衛生パトロー

ル）、ヒヤリ・ハット、リスクアセスメント等の活動の積み重ねにより、より安全な職場へ変化していきます。全て

の作業の中から労働災害を発生させない（業界から）を一丸となった安全衛生活動を展開していくことが重要である

と考えます。

3.5m 6.2m 9.7m 14.1m 19.4m 25.1m

30km 40km 50km 60km 70km 80km
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「経営者のための」安全衛生管理の取り組み

企業経営のトップは、職場で働く人一人ひとりの生命の尊厳を意識しながら従業員に接してほしいものです。社長

が一言安全のことに触れれば、「自分たちを大事に思っている」という感触を持ちます。時に、従業員の肩をたたき、

笑顔で一言「体の具合はどうかね」と言えば、「調子いいです」などと感謝の気持ちを込めた明るい返事が返ってき

ます。トップの安全衛生に関する一言が、管理・監督者層を通じて短時間のうちに全社員に伝わり、その意向が浸透

します。

「災害防止は予防管理が肝要」
職場で災害が発生した時に、安全衛生委員会や幹部会議に、被災者や監督者を呼び出し、説明を求め、反省の一つ

の方法としていた時代がありました。しかし、災害防止は予防管理であり、いかに災害を未然に防ぐかに時間をかけ

るのが本筋です。事故が起きた後に、いくら時間と人手をかけても、命は還らず後の祭りです。

「ライン管理・監督者の責任で進める」
企業経営では、経営トップの明確な方針と指示のもとに、部課長などのラインを通して現場第一線に上司の意向を

伝えて、仕事を完成させます。災害防止も同じくライン管理者の責任で行うのが効果的です。機械設備、作業環境な

ど現状や災害の危険要因を正しく知る立場にあるのはライン管理者であり、また、現場作業者の性格、健康状態など

の情報を細かく把握していて、正しく作業指示を与えることができるのもラインの監督者です。

安全衛生委員会や安全衛生スタッフなども安全衛生管理の重要な役割を担う機関の一つではありますが、災害防止

においては、ラインの管理・監督者の意識や取り組みが特に重要になります。

「年間計画を作る目的」
年間計画を作る目的は、その計画に沿った安全衛生活動を実施することで効果的な結果を得ることです。また、計

画を作る過程で、職場全体の安全衛生管理レベルの現状が把握でき、改善の意欲が高まると言う副次的な効果も得ら

れます。

「年間計画の内容」
一年間の安全衛生計画に含める必要のある主な項目。

（1）安全衛生管理の基本方針
経営トップの労働災害防止の考え方がこの事項で明らかになり、全従業員に影響を与える重要なものです。

「経営者のための」安全衛生管理の取り組み

経営トップの熱意

事前管理の推進

管理・監督者の責務遂行
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「経営者のための」安全衛生管理の取り組み

（2）安全衛生管理の重点実施事項
過去に実施した安全衛生活動の実績を参考にし、本年度は、何を重点に災害防止活動を進めるかを決めます。

（3）目標の設定
災害減少目標や職場改善目標を定めます。

「年間計画の作成方法」
年間安全衛生管理計画を作成する場合の手順。

（1）計画作成に必要な資料の収集として、次のものが考えられます。
①過去に発生した労働災害（けがと職業病）の記録及び統計

②前年度の年間計画及び実施結果の評価に関する記録

③安全衛生パトロールなど職場巡視に係る報告及び統計

④作業環境についての測定結果及び評価に関する記録

⑤健康診断の実施結果と評価に関する記録

⑥職場内のレイアウトの変更内容

⑦安全衛生管理組織の変更内容

⑧安全衛生委員会の議事録

（2）集めた資料の分析
収集した資料を分析して、特に前年度の安全衛生活動の実績を評価し、取り残し事項も含め新年度の年間計画の目

標と重点実施事項を模索します。

（3）年間計画案の作成
計画年度内に何をするかを検討し、安全衛生管理活動、機械設備などの項目に分け、実施月、経費、実施・報告責

任者、実施完了月などを決め、計画案を作成します。

（4）経営トップの承認
年間安全衛生活動計画の立案から計画実施までの順序は、まず、安全衛生委員会に原案の説明をしたのちに、経理

責任者の内諾を得ます。最後に経営トップによる承認が得られた成案を再度、委員会に提出して審議し、年間計画と

なります。

［例］
※休業及び不休業を含む災害件数はゼロを目標とする。
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「経営者のための」安全衛生管理の取り組み

「安全衛生委員会の機能と役割」
（1）�委員会は職場の災害防止に関する重要事項を審議する場であり、経営トップに対して意見を述べるために設置

した調査審議期間です。

（2）委員会において調査審議する主な事項を次に掲げます。

①年間安全衛生活動計画その他労働災害防止、健康障害の防止、健康の保持増進を図るための基本対策

②労働災害や健康障害の原因及び再発防止対策

③その他の事項

　a．安全衛生管理規定の作成

　b．安全衛生教育計画の作成

　c．新規に導入する機械設備や原材料に係る危険有害性の事前検討

（3）�各職場から選ばれた代表者を構成員とする委員会で重要事項が調査審議され、災害防止について全社的に意思

統一が図られます。

「安全衛生委員会の構成」
委員会は、企業の安全衛生管理の方針や管理計画など、災害防止の重要な事項について討議するのですから、委員

は、安全管理者、衛生管理者、産業医などの専門スタッフのほか、各部門から広い範囲で人材を集める必要がありま

す。また、安全衛生活動は、労使が一体となって推進する必要があることから、委員の半数については、労働組合な

どの推薦に基づく者であることが法令で定められています。

安全衛生管理計画作成の進め方

手順① 必要な資料を集める

手順② 資料をまとめ、分析する

手順③ 年間計画案を作る

手順④ 経営トップの承認を得る

計画を実施し、その計画を評価して改善する、PDCAサイクルは、企業経営の大原則である。災害

の防止も、この路線に沿って管理体制の整備、機械設備・作業方法の改善および安全衛生教育など効

果的に実施できる年間計画を立てることが重要です。

● ポイント解説 ●
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「経営者のための」安全衛生管理の取り組み

「委員の役割」
委員の役割を各委員と委員長に分け、それぞれに責務を次に示します。

（1）各委員の責務
各委員は次の事項を行うことにより、委員会と現場とのパイプ役を果たします。この場合、パイプの径が太ければ

太いほど情報量が多くなります。

①委員会に出席し、討議テーマについて所属グループ及び委員自身の意見を述べます。

②委員会で討議、決定した事項について、委員会終了後できるだけ早く、グループ従業員に伝えます。

（2）委員長の責務
委員長は、次に掲げる事項に責任を有します。特に、委員会の討議事項について決断する責任を持っていること

が、委員長に事業場の最高責任者を充てる理由です。

①各委員が自由に発言しやすい雰囲気を作ります。

②�災害防止の重要な役割を持つ委員会の最高責任者であり、また、事業場の最高責任者として討議事項について決

断します。

「委員会の活性化対策」
安全衛生委員会のマンネリ化を防止し、より活性化させるためには次の事項が重要となります。

①安全衛生委員会規則を定め、委員の責務を具体的に明示します。

②経営トップが委員の任命書を手渡し、委員の任務が重要であることを認識させます。

③�委員の任期を定める。委員を交替する時は概ね半数を留任させ、委員会が新任の委員をリードできる環境を整え

る必要があります。

④各委員に「安全衛生手帳」などを配り、何を実施したかを記載させ、 3か月に 1回委員長に提出させます。

⑤委員に対する能力向上のための安全衛生教育を企画し、外部講師を加えて実施します。

※�委員の安全衛生についての知識、経験が、委員会の討議内容に影響し、企業の管理レベルを左右す

ることになります。したがって、各委員は、研究会、講習会などへの参加機会を活用し、能力のレ

ベルアップに努力することが大切です。

職場の安全衛生管理活動が活発に行われるか否かの鍵を握っているものに、職長などの第一線管理

者の活動とともに、安全衛生委員会活動がある。

機械設備の安全化や作業方法の改善などを示す年間計画などを審議、決定する機関としての委員会

が活性化し、前向きに活動しない限り、安全衛生レベルの向上はあり得ない。

● ポイント解説 ●
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「経営者のための」安全衛生管理の取り組み

「安全衛生管理規定の目的」
安全衛生管理規定（規程と表記することもある）を作成する第一の目的は、災害防止活動の管理責任を明確にする

ことです。管理活動はライン管理・監督者と安全管理者、衛生管理者、産業医およびその他の安全衛生委員などのス

タッフで実施しますが、各々の職務を書面で明示することにより担当者が活動結果について責任を持つことになりま

す。

経営トップをはじめ企業で働く全員が、この管理責任や委員会の役割を理解し、協力する過程で自分とのかかわり

を認識することによって、全社的な取り組みが可能になります。

「安全衛生管理規定の内容」
事業場の安全衛生管理規定（規程）は、通常、安全衛生管理規則と呼ばれる社内規則として定められ、企業によっ

てはこれとは別に安全衛生心得を作成することもあります。

（1）組織の基本方針
安全衛生管理規則は、企業内の決めごとですから、社内命令でもあります。また、規則の頭書に、会社の災害防止

に関する次の例に示すような方針が掲げられます。すなわち、労働者の安全衛生確保なしには、企業経営は成り立た

ない趣旨の企業の基本理念を宣言するのです。

（2）安全衛生管理責任
安全衛生管理活動は、管理・監督者の責任のもとに進めることが示されます。企業によって職位の呼び方は異なり

ますが、管理責任を明示する対象になる管理・監督者は、工場長、部課長、係長及び職長などであり、これらライン

の管理・監督者は自分の指揮下にある現場作業者を含めた従業員全員に対して安全衛生管理の責任を負います。

これらのラインの責務に関する規程の記載上注意を要する点を、次に述べます。

①部あるいは課の最高責任者である部課長について、各々の管理責任が重複しないようにします。

②�災害防止のキーマンである職長などの現場の第一線監督者については、現場に即した、具体的な責務を示す必要

があります。

（3）安全衛生委員会、安全衛生スタッフの任務
安全衛生管理規則には、安全衛生委員会の役割及び安全管理者、衛生管理者、産業医などのスタッフの責務を明示

します。なお、安全衛生委員会の細目については、委員会の付則で示すのが一般的です。

〔例〕�当社は、事業を遂行するにあたり、人命の尊厳を最優先し、職場における従業員の安全と健康
を確保するとともに快適な作業環境を確立し、もって生産性の向上を図ることとします。
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演出空間で働く人たちへ 　安全衛生教育の必要性について シリーズ1

私たちの職業はサービス業として区分けされていますが、現場では建設・土木現場と同じ資材を足場の材料として

扱っています、そして所属の違うスタッフが混在し短時間に作業内容が変化する混在作業場となっています。

混在業務の中で事故が起きないようにするため、安全衛生法では安全衛生管理体制としていくつかの義務付けがさ

れています、危険性のある混在業務として安全委員会では今年からシリーズで「安全衛生教育」を皆さんと勉強して

事故を起こさない職場作りをしましょう。

厚生労働省令等で新たな働き方改革なるいくつかのテーマが出ました。企業にとっても個人事業主にとっても厳し

い内容は変わりません。こうした改革を進める上で、労働安全衛生法上、労働者の安全と健康的な職場環境の向上は

続けなければなりません。

そのために、危険性や有害性などの成分を取り扱う作業には、十分な注意をしなければ健康だけでなく、命に関わ

ることのあることを心し、安全衛生に注意しなければなりません。安全衛生教育とはどのような教育なのか、また、

安全衛生教育や安全作業教育には、「安全衛生責任者」が重要になります。
労働者が安全に働けることができるように、事業者が責任者や作業者に必要な教育を行っていくことが大切になり

ます。そこで個人事業主（フリー）会員・企業に所属の会員それぞれが理解し何を行えば良い結果を出すことができ

るのか、最低限どの様な教育が適切なのか、一緒に考えて見ましょう。

●シリーズ 1「安全衛生責任者」について

1 ．安全衛生責任者教育

「安全衛生責任者の役割」
「安全衛生責任者」とは一言でいえば、“現場全体を管理する”仕事のことです。労働安全衛生第十六条によると、

安全衛生責任者を選ばなければならない業種は建設業・造船業といったものであり、統括安全衛生責任者との連絡、

調整をおこなうことと記載されています。主な業務は以下のとおりです。

⚫統括安全衛生責任者との連絡

⚫統括安全衛生責任者から受けた連絡をその場の関係者へ伝える

⚫仕事場の衛生管理

⚫作業計画の提案・調整

⚫労働災害を引き起こさないかどうかの確認

現場の衛生管理をまとめる大切な役割を担っているのでスムーズに統括安全衛生責任者とコミュニケーションを

とっていかなければなりません。そして、分かりやすくその場の労働者や関係者に伝えていくことが大切です。つま

り、統括安全衛生責任者と仕事場をつなぐ役割をもっていることになります。安全衛生責任者は安全衛生についての

知識や情報はもちろん、全体をしっかり把握する管理能力も必要とされます。

演出空間で働く人たちへ
安全衛生教育の必要性について シリーズ 1 ［2020年］
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演出空間で働く人たちへ 　安全衛生教育の必要性について シリーズ1

「安全衛生責任者はなぜ必要なのか？」
建設業や造船業はいくつもの事業者が協力（演出空間も混在作業）しておこなうケースが多々あります。そのよう

な場所で働く人たちすべてを管理し、衛生面での安全を確保するためには安全衛生責任者が欠かせません。混在作業

をおこなうとどうしても事がスムーズに運ばず、労働災害を引き起こしてしまう傾向がみられます。労働災害が発生

すると工事が中止になる可能性もあり、労働衛生責任者が責任をもって防いでいかなければなりません。現場全体を

把握するために必要不可欠な存在だということを覚えておいてください。また、労働衛生責任者はその場を直接指示

することになる「職長」が兼任する場合もあります。

「教育と訓練内容について」
安全衛生管理者教育の内容は、主に「教育」と「訓練」の 2つ。教育においては、専門的な知識や情報を学び、

訓練においては実技が主な内容です。

⚫作業方法の決定・適切な労働者の配置

⚫監督・指導方法

⚫危険・有害性が発生した時の措置法

⚫異常時における対処法

⚫労働災害防止活動

⚫安全衛生責任者としての職務

⚫統括安全衛生管理の進め方

などなど、これらが安全衛生管理者教育内容となっています。この内容に沿って訓練もおこなわれることでしょ

う。安全衛生管理者教育は、各都道府県でおこなわれており、 2日～ 3日程度で知識を叩き込まれ、安全衛生管理

者または職長として働くことができます。対象者は、職長の職務についている方、安全衛生責任者に選任される予定

の方と決まっているため、必ず確認してください。

「安全衛生責任者を選出しなければならない業種」
安全衛生責任者を選出しなければならない業種は労働者数によって変わることを知っているでしょうか。例えば、

100人以上が働いている林業・鉱業・建設業・運送業・清掃業、300人以上働いている製造業・電気業・ガス業・熱

供給業・水道業・通信業・家具・建具・じゅう器等卸売業・各種商品卸売業・ゴルフ場業・自動車整備業・燃料小売

業・旅館業などなど、本当にたくさんの業種があります。自分がどのような職場で働いているのか、安全衛生責任者

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

そ の 他 の 業 種 

事業規模 50～999人 

事 業 者 

産

業

医 

衛
生
管
理

 

事業規模 10～49人 

事 業 者 

安全衛生推進者 

事業規模  1,000 人以上

事 業 者 

総括安全衛生管理者 

衛生管理者  産業医 

選任 

指揮 

選任 選任

（法 12 条の２） 

 

 

 

 

事業規模別・業種別安全衛生管理組織
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を選出しなければならない業種なのか確認してみてください。

私たちの業種は（サービス業）その他の業種に分類されます。

●法第十条とは、「総括安全衛生管理者」
事業者は、政令で定める規模の事業場ごとに、厚生労働省令で定めるところにより、総括安全衛生管理者を選任

し、その者に安全管理者、衛生管理者又は第二十五条の二第二項の規定により技術的事項を管理する者の指揮をさせ

るとともに、次の業務を統括させなければならない。

●法第十一条とは、「安全管理者」
事業者は、厚生労働省令で定める資格を有する者のうちから、安全管理者を選任し、その者に前条第一項各号の業

務（第十五条の二第二項固定により技術的事項を管理する者を選任した場合においては、同条第一項各号の措置に該

当する者を除く）のうち安全に係る技術的事項を管理させなければならない。

●法第十二条「安全衛生管理者」
事業者は、政令で定める規模の事業場ごとに、都道府県労働局長の免許を受けた者その他厚生労働省令で定める資

格を有する者のうちから、厚生労働省令で定めるところにより、安全管理者を選任し、その者に前条第一項各号の業

務（第二十五条の二第二項の規定により技術的事項を管理する者を選任した場合においては、同条第一項各号の措置

に該当する者を除く）のうち衛生に係る技術的事項を管理させなければならない。　資格が必要（免許）

●安全衛生推進者

第十二条の二事業者は、第十一条第一項の事業場及び前条第一項の事業場以外の事業場で、厚生労働省令で定める

ところにより、安全衛生推進者（第十一条第一項の政令で定める業種以外の業種の事業場にあっては、衛生推進者）

を選任し、その者に第十条第一項各号の業務（第二十五条の二第二項の規定により技術的事項を管理するものを選任

した場合においては、同条第一項各号の外に該当するものを除くものとし、第十一条第一項の政令で定める業種以外

の業種の事業場にあっては、衛生に係る業務に限る）を担当させなければならない。　業務に精通している者（選任）

●第十四条、作業主任者

政令で定めるものについては、都道府県労働局長の免許を受けた者又は都道府県労働局長の登録を受けた者が行う

技能講習を修了した者のうちから、厚生労働省令で定めるところにより、当該作業の区分に応じて、作業主任者を選

任し、その者に当該作業に従事する労働者の指揮その他の厚生労働省令で定める事項を行わせなければならない。

（足場組立て解体及び変更等作業に係る場合、高さ 5 mを超える作業場所である場合等）　業務に精通している者

（選任・職長）

●第十六条、安全衛生責任者

第十五条第一項又は第三項の場合において、これらの規定により統括安全衛生責任者を選任すべき事業場以外の請

負人で当該事業を自ら行う者は、安全衛生責任者を選任し、その者に統括安全衛生責任者との連絡その他の厚生労働

省令で定める事項を行わせなければならない。　業務に精通している者（選任・職長）

●安全管理者等に対する教育

第十九条の二　事業者は、事業場における安全衛生の水準の向上を図るため、安全管理者、衛生管理者、安全衛生

推進者、衛生推進者その他労働災害防止のための業務に従事する者に対し、これらの者が従事する業務に関する能力

の向上を図るための教育、講習等を行い、又これらを受ける機会を与えるように努めなければならない。
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「職長とは」（政令で定める業務　労働安全衛生法施行令第十九条）
事業者は、その事業場の業種が政令で定めるものに該当する時は、新たに職務につくこととなった職長は、その他
の作業中の労働者を直接指導又は監督する者（作業主任者を除く。）に対し、次の事項について、厚生労働省令で定
めるところにより、安全又は衛生のための教育を所定の時間以上行なわなければならない（労働安全衛生法第六十
条）。

当該職務に初めて就く時に受講し、おおむね 5年ごとに能力向上教育に準じた教育（再教育）を定期に行うよう

求められている（平成 3年 1月21日基発第39号）。

なお、所定の事項の全部又は一部について十分な知識及び技能を有していると認められる者については、当該事項

に関する教育を省略することができ、全職種の特級技能士を有する者は「職長等に対する安全又は衛生のための教育
事項」の全部が省略される。

「職長教育のプログラム」
1 ．作業方法の決定及び労働者の配置に関すること。… ………………………………………（ 2時間）

①作業手順の定め方

②労働者の適正な配置の方法

2．労働者に対する指導又は監督の方法に関すること。… ……………………………………（2.5時間）

①指導及び教育方法

②作業中における監督及び指示の方法

3．危険性又は有害性等の調査及びその結果に基づき講ずる措置に関すること。… ………（ 4時間）

①危険性又は有害性等の調査の方法

②危険性又は有害性等の調査の結果に基づき講ずる措置

③設備、作業等の具体的な改善の方法

4．異常時・災害発生時における措置に関すること。… ………………………………………（1.5時間）

①異常時における措置

②災害発生時における措置

5．その他現場監督者として行うべき労働災害防止活動に関すること。… …………………（ 2時間）

①作業に係る設備及び作業場所の保守管理の方法

②労働災害防止について関心の保持及び労働者の創意工夫を引き出す方法

「政令で定める業務」とは、（労働安全衛生法施行令第十九条）

建設業　　新聞　　ガス業　　自動車整備業　　機械修理業

●2023年 4月 1日、職長業種の追加、（食品製造業、新聞業、出版業、製本業及び印刷物加工業）
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まとめ
安全衛生教育について一部ですが、説明してきました。

危険性及び有害性のある物質等を扱っている職場で働いている人には必ず特別教育等及び安全衛生教育を受けてお

かなければなりません。

とくに、危険な地域ではそれ以上に専門的な知識が必要となるので注意してください。

⚫安全衛生教育は安全に働くためには必要不可欠な知識

⚫働く環境によって適切な教育内容がある

⚫対象者によって教育内容は違う

⚫労働災害を未然に防ぐために大切

⚫安全衛生団体等が主催している説明会・講習会がある

⚫現場の全体の衛生面を管理する安全衛生責任者

⚫安全衛生責任者を選任しなければならない業種は労働者数によって変わる

まとめると以上のようになりました。

危険な場所での作業に関わる事業者・労働者・職長すべての人が安全衛生教育についての知識を身につけておく必

要があります。

自分は教育をきちんと受けているのかどうか確認し、もし受けていないのであれば会社に問い合わせてみてくださ

い。

そして、各都道府県でも衛生教育についての講習会を開いているので参加してみると良いでしょう。

●シリーズ 2「安全衛生教育の必要性」について

●シリーズ 3「安全作業の教育方針」について
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労働者が働く場所で起きている災害のことを「労働災害」と言いますが、演出空間でも毎年少なからず起きていま

す。

労働災害には、最悪の結果に見舞われることになることもあります。そうしたことにならないためにも災害は、未

然に防ぐことが重要であると考えます。

つまり、危険性及び有害性等に関わる知識や情報をしっかり把握し安全衛生教育（知識教育・技能教育・態度教育）

を計画的に実施し作業者の不安全行動を無くすための努力が必要あることを「シリーズ 1」で述べました。
このことから、危険性及び有害性等の業務に関わる作業者の安全を守るために、事業者は作業に労働安全衛生教育

を行うことや、特別教育・資格取得等を受けさせなければならないと、事業者に義務づけられるようになりました。

なぜ、安全衛生教育が必要かと問われれば、 1番に「労働者の安全を守るため」と答えることができます。いつ

までも健康的に安全に働くためには必要不可欠なことなのです。

●シリーズ2　「安全衛生教育の重要性」について

1 ．「労働災害を未然に防ぐために」
「対象者によって必要な教育と訓練計画を立てる」
対象者は労働者・事業者・職長など、その立場によって適切な衛生教育の内容も変わってきます。

安全衛生教育の重要性は、その対象者に見合った教育を実施することにあるといえるでしょう。その内容に基づい

てきちんと教育を受けていかなければ労働災害を引き起こしてしまうため、対象者によって必要な教育・訓練計画を

立てていくことが大切です。

また、労働者に対しての安全衛生教育は、労働安全衛生法によって定められている内容はもちろんのこと、その会

社によって定められている内容もあります。

仕事をおこなう環境によって教育の実施が変わってくると思うので、自分の職場ではどのような教育が必要なのか

確認しておく必要があります。

「安全衛生関係団体等が主催している講習会・説明会に積極的参加」
自社だけでは十分に教育を実施することができないところもあるかと思います。

そのような場合は、安全衛生関係団体等が主催している講習会・説明会に参加してみることは、自己啓発になりま

す。

自分たちだけでは教育ができないと諦めるのではなく、そのような団体を利用してしっかり知識を取得しましょ

う。

きちんと教育をおこなっているところは、講習会・説明会に積極的に参加しています。

不安な気持ちで作業をするよりも、安心して働けた方が仕事も効率的におこなえるでしょう。

演出空間で働く人たちへ
安全衛生教育の必要性について　シリーズ2［2022年］
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これまで無害であった職場でも、今後、労働災害が起こる恐れがあることから、作業を指揮する者や安全衛生を担

当する方は安全衛生に関する基礎知識を習得するだけでなく、「作業者への教育」と労働災害を低減させるために安

全衛生活動を維持・継続・向上していくことが重要になります。

2．「労働災害を未然に防ぐために」
「危険有害要因が労働災害に至る過程を知ること」
職場には、労働災害を引き起こす危険有害要因が存在しています。機械設備、高所作業などの危険性、原材料の有

害性などがあり、点検時や作業中に現れてくるものなど多種多様があります。

これらの危険有害要因を洗い出して、重大な災害に結び付くと考えられるものから順に予防対策を講じていく必要

があります。

一方、過去に発生した労働災害原因分析結果から、設備・環境の不安全状態と作業者の不安全行動が指摘されま

す。再防止対策は、設備・環境の改善と、作業者のヒューマンエラー防止を図ることが重要です。

作業の中に存在するリスクを見積りヒューマンエラーした時のリスクを小さく出来て、災害発生を低減するかな

ど、作業内容の対策に役立てる方法（リスクアセスメント）です。

「リスクアセスメント」の具体的取り組みについては、照明家手帳2016年に「リスクアセスメントの活用」と題し

て、取り組み方法を記しました。（協会ホームページの安全委員会でも確認できます）

 
ヒューマンエラー

危険有害要因 

人
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「安全衛生教育」という言葉を聞いたことがあるでしょう。

作業の中にある危険なことや有害な成分を取り扱う際に、十分な知識や技術などの教育を受けた上で作業に当たる

ことです。そうした十分な教育を受けておかなければ健康だけでなく、命に係わることもあるのでしっかりと身に着

けておかなければなりません。

作業者はどのような安全衛生教育を受ければよいのか、確認していきたいと思います。

●シリーズ3　「安全作業教育」について

1 ．「安全作業教育とは」
「安全に労働者が働くために必要なこと」
労働者の健康にかかわるような危険な作業や作業場、災害防止のために欠かせないのが「安全衛生教育」。

これは、事業主に義務づけられている教育となっており、必ず労働者たちに指導していかなければなりません。安

全面を確保するためにはとても重要なことなのです。安全衛生教育を行っていかなければならない業種は特定されて

います。特定されている業種の中でも比較的危険度が高い場所は、労働者だけでなく、職長にも教育は必要とされて

おり、特別な教育も行っていかなければならないと定められています。

「安全衛生教育の内容」
安全教育の内容は対象者によって様々ですが、主に労働安全衛生法で定められている安全衛生教育は以下のとおり

です。

①安全衛生管理者とは（サービス業で事業規模50人～999人）「資格が必要（免許）」
法第十二条　�事業者は、政令で定める規模の事業場ごとに、都道府県労働局長の免許を受けた者その他厚生労働省令

で定める資格を有する者のうちから、厚生労働省令で定めるところにより、安全管理者を選任しその者

に前条第一項各号の業務（第二十五条の二第二項の規定により技術的事項を管理する者を選任した場合

においては、同条第一項各号の措置に該当する者を除く）。のうち衛生に関わる技術的事項を管理させ

なければならない。

②安全衛生推進者とは（サービス業で事業規模10人～49人）「業務に精通している者（選任）」
法第十二条の二　�事業者は、第十一条第一項の事業場及び前条第一項の事業場以外の事業場で、厚生労働省令で定め

るところにより、安全衛生推進者（第十一条第一項の政令で定める業種以外の業種の事業場にあっ

ては、衛生推進者）を選任し、その者に第十条第一項各号の業務（第二十五条の二第二項の規定に

より技術的事項を管理する者を選任した場合においては、同条第一項各号の外に該当する者を除く

ものとし、第十一条第一項の省令で定める業種以外の業種の事業場であっては、衛生に係る業務に

限る）を担当させなければならない。

演出空間で働く人たちへ
安全衛生教育の必要性について　シリーズ3［2022年］
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③雇い入れ教育とは（初めて雇い入れた従業員に事業者が行う安全衛生教育）
法第五十九条　�教育の内容は安衛則第三十五条に規定されており、� �

（1）機械等、原材料等の危険性又は有害性及びこれらの取扱い方法� �

（2）安全装置、有害物抑制装置又は保護具の性能及びこれらの取扱い方法� �

（3）作業手順� �

（4）作業開始時の点検� �

（5）当該業務に関して発生するおそれのある疾病の原因及び予防� �

（6）整理、整頓及び清潔の保持� �

（7）事故時等における応急措置及び退避� �

（8）そのほか当該業務に関する安全又は衛生のために必要な事項

となっている。

事務仕事が中心となっている業種などについては（1）～（4）は省略しても良いこととなっている。

教育時間について法令上の規定はないが、事業者は労働者が従事する業務を考慮して十分な安全衛生教育を行うこ

とが必要である。

なお、労働者の作業内容を変更した時、事業者は雇入れ教育と同内容の安全衛生教育を実施するよう規定されてい
る（安衛法第五十九条第二項）。

④特別教育とは（危険又は有害な業務）
法第五十九条三項　�特別教育とは、特定の危険性を伴う業務を行う場合に必要となる専門的な教育のことを指してお

り、労働安全衛生法で「事業者は、危険又は有害な業務で、厚生労働省令で定めるものに労働者

をつかせる時は、厚生労働省令で定めるところにより、当該業務に関する安全又は衛生のための

特別の教育を行なわなければならない。」と定められています。� �

特別教育が必要とされるのは、労働安全衛生規則第三十六条「特別教育を必要とする業務」で規

定されている、アーク溶接や小型車両系建設機械（フォークリフトやクレーンなど）の運転、酸

素欠乏危険作業などを含む49の業務です。（高所作業・足場組立て解体及び変更の作業・フル

ハーネス着用使用教育その他）

⑤職長教育とは（混在作業の行われる現場の作業指示者となる人）
法第六十条　　�その事業場の業種が政令で定めるものに該当する時は、新たに職務に就くことになった職長は、その

他の作業中の労働者を直接指導又は監督する者（作業主任者を除く）に対し、次の事項について、厚

生労働省令で定めるところにより、安全又は衛生のための教育を所定の時間以上行なわなければなら

ない。� �

当該職務に初めて就く時に受講し、概ね 5年ごとに能力向上教育に準じた教育（再教育）を定期的

に行うよう求められている（平成 3年 1月21日基発39号）。� �

なお、所定の事項の全部又は一部について十分な知識及び技能を有していると認められる者について

は、当該事項に関する教育を省略することができ、全職種の特級技能士を有する者は「職長等に対す
る安全又は衛生のための教育事項」の全部が省略される。� �

・職長のプログラムについては、2020年手帳シリーズ 1に記していますので参照ください。

これらの①～⑤はそれぞれ、管理者・労働者・職長によって分けられ、環境によっても必要とされる知識が変わっ

てくることがわかると思います。より危険な場所であればあるほど特別教育や危険・有害作業に必要な教育をおこ

なっていかなければなりませんし、作業内容が変更された場合は必ずその内容に見合った教育が必要です。
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事業者（個人事業主も含む）はこれらをきちんと把握したうえで労働者に教育をしていくことが法律的に定められ

ていることを覚えておくことです。

「一般的に定められている教育」
先ほど紹介した教育内容はケースバイケースでのものでしたが、次は一般的に定められている安全衛生教育につい

て説明していきます。

⚫労働安全衛生法及び関係法令や規制についての一般的な知識

⚫安全心得・社内安全衛生規則・基本ルール

⚫製造工程や設備構造といった一般的な職場の知識

⚫安全ルール・保護具の種類などの安全衛生知識

⚫異常時・災害発生時の緊急対応法

これらの 5つが一般的な安全衛生教育。

衛生教育が必要な職場には欠かせない内容となっているため、当てはまる職場で働いている方は必ず知っておかな

ければなりません。

面倒だと思うかもしれませんが、しっかり把握しておかなければ人の命に関わる事故・災害を引き起こしてしまう

かも知れません。　

また、いざ起きた時にすばやく対応をすることができなくなってしまいます。未然に事故を防ぐためにも必ず知っ

ておいてほしい内容なのでチェックしてください。

シリーズまとめ
企業が継続発展し続けることは容易ではありません、事業主・管理職・作業者・フリー・パートタイマー及びアル

バイトなど、そこで働くすべての人が健康を害さない安全安心の出来る職場環境を目指し続けてほしいと願っていま

す。
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安全・安心で作業できるためには、どうしたら良いか。

私たち演出空間照明の仕事は近年大型化かつ複雑化し、性質上複数の作業者が同時に進行しています。

作業者一人一人が演出空間に関する知識と技能を身に着け取り組まなければなりません、そのためには多くの事を

学び目的を達成させる努力をしましよう。

国の各省庁や法人各種団体等が実施している資格・講習等を積極的に取り組んでスキルアップをしましょう。

次に我々が所持して作業することが望ましい代表項目を記載します。

1 ）舞台照明技術者（ 1級・ 2級）…日本照明家協会が実施する技能認定。
舞台・テレビで働く照明技術者に必要な知識及び技能を認定、その技術の向上及び社会的地位の確立を図り、もっ

て照明技術を通じて日本における文化芸術の発展に寄与する。演出空間照明技術認定で他にはない資格です。

2 ）足場組み立て等作業特別教育修了証…厚生労働省安全衛生特別教育規定。
足場の組み立て解体変更作業に関する業務で、足場の高さに規定がなく全ての高さの足場が対象となり足場組立、

解体または変更の作業を行う作業には、作業者は特別教育が必要です。

3 ）足場組み立て等作業主任技術講習修了証…厚生労働省安全衛生特別教育規定。
つり足場、張り出し足場又は高さ 5 m以上の構造の足場組立、解体または変更の作業を行うには、事業主は足場の

組み立て等作業主任責任者技能講習を修了した者を作業主任者として選任し、その作業者の指揮のもとに作業を行わ

せなければなりません。

4 ）フルハーネス型墜落制止用具特別教育修了証…厚生労働省安全衛生特別教育規定。
高さ 2 m以上の箇所で作業床を設けることが困難な所において、墜落制止用器具のうち着用者の身体を肩腿などの

複数個所で支持する構造のフルハーネス型の物を用いて行う作業について、作業者は特別教育が必要です。

5 ）低圧電気取扱業務特別教育終了証…厚生労働省安全衛生特別教育規定。
低圧電気業務に従事する場合、低圧電路の内充電部が露出している開閉器の操作は特別教育を受けなければなりま

せん。電気工事士を取得していても安全確保、事故防止のため低圧電気特別教育の修了が必要です。

6 ）電気工事士（ 1種・ 2種）…国家資格（経済産業省）
電気設備の工事・取扱の際に必要な国家資格。電線相互を接続する作業や配電盤から電線を用いて電源を取り出す

作業等はこの資格が必要です。

C型コネクターやカムロック等の接続器を用いて行う作業はこの資格は不要です。

7 ）玉掛特別講習（ 1 t 未満）…厚生労働省安全衛生特別教育規定。
つり上げ荷重が 1 t 未満のクレーン等の玉掛業務の資格です。

クレーンやデリックに運搬する荷物をフックに掛けたり外したりする作業を行う場合に必要な資格です。「玉掛技

能講習終了証」

クレーン等安全規則第222条　つり上げ荷重が 1 t未満のクレーン、移動式クレーン又はデリックの玉掛の業務に

労働者をつかせる場合、当該労働者に対し、当該業務に関する安全のための特別教育を行わなければなりません。

演出空間で働く人たちへ
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8 ）クレーン運転の業務に係る特別教育…厚生労働省安全衛生特別教育規定。
巻上装置として電気ホイスト又は電気チエーンブロックを使用したものをホイスト式クレーンと言います。その多

くは運転方式が床上で運転し、かつ運転する者が荷の移動とともに移動する床上操作方式の物であります。ホイスト

クレーンの 5 t 以下の小型のものは運転方法も床上押し釦式が主で、走行速度も20～40m/min前後です。

このホイストクレーンの操作業務は「クレーン業務に係る特別教育」が必要です。

9 ）職長
現場で安全を確保し適切に作業を遂行するため、作業者に直接指揮監督を行う役割を持ち、作業手順の策定や見直

し作業者の適正配置などを行い、安全に正しく作業できるよう教育し、危険な行為を行っていることを発見した時に

指導をする役割を持ちます。

厚生労働省令第四十条　法第六十条第三号で定める事項。

職長になるためには、労働安全衛生法に基づき12時間の教育が必要です。

作業員を指揮監督する人を指します。ただし、厳密には「職長教育」と呼ばれる講習を受講し、資格を所持してい

る人を指します。

建設・製造・電気・ガス・機械修理・自動車整備等の現場においては、作業員の健康や安全を確保するため、特に

重要な資格です。

10）安全衛生責任者
現場の安全を確保して適切に作業を進めるとともに、複数の作業者が関わる現場で、作業に関する連絡や調整を行

う役割です。

①作業手順の定め方

②作業中の管理監督及び支持の方法

③危険性または有害性の調査

④異常時の措置

⑤災害発生における措置

⑥労働災害防止についての調査研究

11）救命技能認定
緊急時に災害者に対して心肺蘇生やAED（自動体外式除細動器）使用法、異物除去、止血法といった応急法を学

んだことを証明するものです。

12）防火管理者
多数の者が利用する建物などの「火災等による被害」を防止するため、防火管理に係る消防計画を作成し、防火管

理上必要な業務（防火管理業務）を計画的に行う責任者です。

13）建築物衛生管理技術者
建築物における衛生的環境の確保に関する法律に基づき、特定建築物所有者等は、その特定建築物の維持管理が環

境衛生上適正に行われるように監督させるため、建築物環境衛生管理技術者免状を有する者のうちから建築物環境衛

生管理技術者を選任しなければなりません。

14）舞台機構調整士（音響機構調整作業）
舞台機構の音響調整に必要な技能を認定する資格です。等級は、 1級～ 3級まであり、それぞれ上級技能者、中

級技能者、初級技能者が通常有すべき技能の程度と位置づけられています。

この他にも危険物取扱者・陸上特殊無線通信士・火薬類取扱保安責任者・ビル設備管理技能士等の資格がありま

す。
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ここまで代表的な資格や受講修了証の受給について記載してきましたがこの他に資格を求められる現場もありま

す。

自身が従事する作業現場でどの様な資格が必要なのかを事前に調査することも大変大事なことです。

私たちの仕事に関係する“法”関連

1）労働基準法
労働者に関する諸条件を規定している法律。この法律で定める基準は最低限のものであり、労働関係の当事者は、

労働条件の向上を図るように努力をしなければなりません。

2 ）労働者派遣法（労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等による法）。
労働需給の適正な調整を図るため、労働者派遣事業の適正な運営の確保に関する措置を講ずるとともに、派遣労働

者の保護等を図り、もって派遣労働者の安定その福祉の増進に資することを目的としています。

3 ）労働安全衛生法
労働災害防止のための危害防止基準の確立。責任体制の明確化及び自主活動を講じる等、その防止に関する総合的

計画的な対策を推進することにより、職場における労働者の安全と健康を確保するとともに快適な職場環境の形成を

することを目的としています。

4 ）消防法
火災を予防し警戒し及び鎮圧し、国民の生命、身体及び財産を火災から保護するとともに火災又は地震等による被

害を軽減するほか、災害等による傷病者の搬送を適切に行い、もって安寧秩序を保持し、社会公共の福祉の増進に資

することを目的としています。この法により各地方公共団体は独自に条例を定めています。

5 ）火薬類取締法
火薬類の製造、販売、貯蔵、運搬、消費その他の取り扱いを規制することで災害を防止し公共の安全を確保するこ

とを目的としています。

6 ）建物における衛生環境的環境の確保に関する法律
通称「ビル衛生管理法」と言われ、多くの人が使用し、または利用する建物の維持管理に関し環境衛生上必要な事

項等を定め公衆衛生の向上及び増進に資することを目的としています。

7 ）電気工事士法
電気工事の作業に従事する者の資格及び義務を定め、もって電気工事の欠陥による火災の発生の防止に寄与するこ

とを目的としています。電気工事作業は、電気設備技術基準・解釈に適合する工事でなければなりません。劇場、ホー

ルに敷設される舞台電気設備の電気工事は、電気工事士の資格は必要ですが常設されたコンセント等の二次側の取り

扱いは有資格者ではなくても作業はできます。

8 ）文化芸術基本法
2017年に改訂された。文化芸術が人に多くの英知をもたらす事でありこれを鑑み、文化芸術に関する施策に関

し、基本理念を定め、国や地方公共団体の責務を明らかにしています。

9 ）劇場・音楽堂等の活性化に関する法律
通称「劇場法」といわれ劇場、音楽堂等を設置、運営する者と実演芸術団体等、国、地方公共団体の役割の明確化

と関係者の連携協力の明確化が示されています。

10）劇場、音楽堂等の活性化のための取り組みに関する指針



43－ －

演出空間で働く人たちへ

劇場、音楽堂等の活性化に関する法律に基づき、劇場、音楽堂等の事業の活性化を図るものです。設置者、運営

者、が実演団体や国、地方公共団体、教育機関との連携協力を仰ぎ、その事業を進める際の目的すべき方向性を指示

しています。

他にも　興行場法・電波法・地方自治法・文化財保護法・知的財産基本法・健康増進法・個人情報保護法・電気用

品安全法・消費生活用品安全法・製造物責任法・著作権法等多くの法規、規則規定があります。

私たちは周りの方々に対し、安全な空間で安心した中での作品を作り上げ観客に対して感動する作品を提供してい

くことを十分注意して、常に緊張の中で作業を続けなければなりません、それには多くの事を学び実行することで実

現していくことでしょう。

共に学び良い作品づくりに貢献しましょう。
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